
第７回ＩＴＥＲ計画懇談会議事要旨 
 
１．日 時  平成９年１０月８日（水） １４：００～１６：００ 
 
２．場 所  科学技術庁第７会議室 
 
３．出席者 
  （原子力委員） 

田畑委員、藤家委員 
  （専門委員） 

吉川(弘)（座長）、飯田委員、飯吉委員、伊藤委員、井上委員、大河原委員、 
木田委員、伊達委員、苫米地委員、増本委員、宮委員、宮島委員、森委員、 
吉川(允)委員 

  （事務局） 
加藤原子力局長、今村長官官房審議官（原子力局担当）、 
坪井原子力局核融合開発室長 

  （説明者） 
下村ＩＴＥＲ共同中央チーム首席副所長 

 
４．議題 
  （１）国際協力としてのＩＴＥＲ 
  （２）ＩＴＥＲ計画懇談会における議論とまとめ（案） 
  （３）その他 
 
５．配付資料 
   資料第７－１号  第６回ＩＴＥＲ計画懇談会議事要旨（案） 
   資料第７－２号  国際協力としてのＩＴＥＲ 
   資料第７－３号  ＩＴＥＲ計画懇談会における議論とまとめ（案） 
   参考資料１    ＥＵの核融合政策に関するＣＣＦＰ 
            （核融合計画調整委員会）答申 
   参考資料２    米国大統領科学技術諮問委員会（ＰＣＡＳＴ） 
            エネルギー開発計画パネル報告 
   参考資料３    ＪＥＴに係るプレス発表文 
            （核融合反応で世界最高を達成） 
６．概要 
(１) 会議の冒頭、座長よりＩＴＥＲの共同中央チームの下村安夫首席副所長（米国サンディ



エゴ）から、国際的な立場からＩＴＥＲ工学設計活動の現場の作業や他国の動向等につ
いて説明があるとの紹介があった。また、適当な時期に中間まとめのような形でこれま
での議論をまとめておくほうが良いのではないか、本日はそのために役立つ議論をし
たいとの発言があった。 

(２) 前回議事要旨（案）の確認 
事務局より、資料第７－１号に基づき、前回の議事要旨（案）の説明があり、原案どお
り了承された。 

(３) 国際協力としてのＩＴＥＲについて 
ＩＴＥＲの共同中央チームの下村安夫首席副所長より、資料第７－２号に沿って、実際
にＩＴＥＲ工学設計活動の現場で作業の指揮に当たっている立場から、国際協力とし
てのＩＴＥＲについて、各国の動向も含めた以下のような説明及び意見交換等があっ
た。 
(説明概要) 
① 国際協力としてのＩＴＥＲ計画を、以下の６項目に沿って説明する。 

 ・ＩＴＥＲに至る土壌、核融合の歴史 
 ・ＩＴＥＲの国際協力としての形態の特徴 
 ・ＩＴＥＲ工学設計活動に見られる様々な現象 
 ・建設期或いは運転期を迎えた場合のＩＴＥＲの国際協力の在り方 
 ・国際協力としてのＩＴＥＲのこれまでの成果と今後期待される成果 
 ・共同中央チームメンバーの所感による各極のＩＴＥＲに対する考え方 

② トカマク開発上の重要な研究課題としては、高温のプラズマの閉じ込め、ダイバー
タによる閉じ込めの改良、燃料の加熱方法、定常化の研究の４項目がある。日、米、
ＥＵ、露の四極は、これらについてお互いに同じような水準、規模で研究を行い、
相互に成果を吸収しあい、共通の目標を構築し、共通のデータベースを築くことに
よって、各国それぞれの研究開発を進展させ、現在のトカマク炉の概念を構築する
に至った。 

③ ＩＴＥＲは、現在の設計活動の規模が、既にそれぞれの国内の研究規模とほぼ同程
度になっており、将来の建設運転段階になるとその規模は各国の研究規模をはる
かに越えるものである。この意味からも、国際協力としてのＩＴＥＲ計画は世界に
とって初めての試みである。 

④ ＩＴＥＲ工学設計活動の長所、短所に関しては、ＩＴＥＲの各極の利害関係、文化
習慣の相違による摩擦の恐れ、能率の良い運営の是非、海外長期滞在への不安、リ
ーダー国の欠如による次段階への決定の遅れ等が視点として挙げられる。これまで
は大きな問題もなく順調であったが、今後はホスト国の重要性を再認識すること
等の課題もある。 

⑤ ＩＴＥＲの建設、或いは運転期の国際協力においては、生活基盤を始めとした長期



計画の保証、非ホスト国の実験炉以降の開発能力の確保とそれらの国に対する負
担に応じた利益の保証、各極のニーズにあった実験運転を保証すること等が重要
である。 

⑥ ＩＴＥＲのこれまでの成果としては、国際チームでＩＴＥＲを推進できる確信が得
られたことにより今後の建設実現への自信に繋がったことが挙げられる。また、今
後期待される成果については、産業界の技術の蓄積やホスト国における世界規模
の協力事業運営のノウハウが得られるであろうこと等が挙げられる。 

⑦ 共同中央チームのメンバーから感じるＩＴＥＲに対する印象は、①米国はエネル
ギー資源が豊富なので、ＩＴＥＲは重要であるものの急ぐ必要はないとの認識が
強い、②ＥＵは核融合開発は重要であり、次のステップとして是非ともＩＴＥＲを
国際協力により建設することが重要であるが、すぐには建設に入れないため延長
期間を用いて準備を進めたいとの意向がある、③ロシアは核融合開発が重要だと
しているが、ＩＴＥＲを自国内に作る意思がないようであるということである。 

(意見交換) 
○ 現在のＩＴＥＲは各極の要求事項を満たす設計となっているため、コストが大き
くなっているのではないかとの議論が本懇談会でなされている。現在の設計目標
はどのような経緯で決定したのか。 

○ 当初、各極の要求事項が異なっていたため工学目標に関する調整の議論がなされ、
最終的には各極がそれぞれ妥協した結果、比較的合理的なものとなっている。一極
のみの要求だけであればもう少しコンパクトになるケースもあると考えられる。 

○ 当事者である共同中央チームメンバーは、ＩＴＥＲ計画を今後前進させるために
はどのようにすればいいと考えているのか。 

○ 計画を推進するにあたっては、遅れを最小限にし、能率的に遂行することが重要で
ある。また、ＩＴＥＲは特定の一国にしか建設できないことや建設期間も含めて３
０年間という長い期間を考慮すると、ホスト国が安定しているということが非常
に重要であると思う。 

○ 核分裂炉の場合は実験炉、原型炉、実証炉と次第に規模を大きくしていくのに対し、
核融合炉の場合はそもそもある程度の規模でないと核融合反応が持続しないとい
う性質があり、実験炉の規模が必然的に大きくなってしまう。 

○ 将来の実用炉に向けたコスト面での見通しについては、各国で何十基、何百基と作
られるようになればコストダウンも図られることになる。実際、実験炉の成果を踏
まえて実用炉は小さくなるという見通しである。 

○ 工学設計活動の３年間延長の議論が行われている中で、将来のＩＴＥＲ建設の判
断等について、どのような見解を持っているのか。 

○ 建設の判断に対しては、人によって考え方が異なるが、各極から手が挙がらなけれ
ば、米国の提案のようにミッションを限ることでコンパクトなものにするといっ



た考えもある。 
○ ＩＴＥＲがまだ大きすぎる、コストが高すぎるといった疑問については、核融合の
専門家のみならず広い議論が必要であろう。例えば、日本で行われたインターネッ
ト等による詳細設計報告の情報公開や意見募集といった取り組みは世界で初めて
の試みであるとともに、各極とも核融合以外の有識者も委員となっている本懇談
会の結果に関心を持っている。共同中央チームとしても、今後様々な場でＩＴＥＲ
についての説明を行っていく必要があると考えている。 

○ ＩＴＥＲについては、その目標、採用する方式を含めオプションを考える時期にき
ていると考えるがそれを考慮するのは困難なのか。 
 

○ 現在のＩＴＥＲの目標は、四極の合意に基づいており、目標の変更については、四
極の合意が必要であるとともに、ＩＴＥＲ工学設計活動の最高の議決機関である
ＩＴＥＲ理事会で議論がなされる必要があると考えられる。 

○ 核融合のミッションについては、まずは、将来核融合が非常に有力なエネルギー源
になるかどうかを確認するために、現時点で技術的に一番可能性の高いＤ－Ｔ燃
料で核融合エネルギーの出力を取り出せるということを確かめることが重要であ
る。実際に、現時点で具体的なデータを多く持ち、科学的に設計が可能であるのは
トカマクしかなく、トカマクで実験炉を作ることについては、専門家の間でも了解
されているところ。 

○ 日本にＩＴＥＲを持ってくるメリットはどういったことか。海外に持っていった場
合の日本のデメリットとあわせてきちんと議論する必要がある。 

○ ＩＴＥＲを日本に持ってくれば、装置の基幹技術の確保と基幹部品の製作が出来
ること、総合的なシステムの把握が可能であること、メーカーの技術力の涵養とそ
の人材基盤の蓄積に繋がっていくといったことがメリットと考えられる。 

○ ＩＴＥＲのコンパクト化の進め方については、以下のような２案が考えられる。 
① ある極が変更案を提出し、かつ各極の了解を得る。この場合、米国は後押しす
るかもしれないが、全極の了解を得るのは困難であろう。 

② 国際共同で本格的にコンパクト化の検討を行うためには、現在の工学設計活動
と同程度の大きな組織が必要であり、現行の工学設計活動と並行して行うこと
は困難である。 

 いずれにしても、妥当ではないのではないかと考えられる。 
(４) ＩＴＥＲ計画懇談会における議論とまとめ（案）について 

 座長より、現在のＩＴＥＲ工学設計活動が３年間延長されることとなるような現状
を踏まえると本懇談会での議論の集約時期に若干の余裕ができていることから、ＩＴ
ＥＲの国際的な進行に対応した形で懇談会としての中間的な取りまとめを行い、主に
我が国が取るべき態度や基本的な方向性を中心にある程度方針をまとめておいてはど



うか、そしてサイト対応設計が進んだ時点等を目安に工学設計活動の進捗にあわせた
形で議論を再開することが適切ではないかとの発言があった。 
 その後、事務局より、参考資料に基づいて最近の他国の状況を説明するとともに、資
料第７－３号に基づいて中間的な取りまとめに資するような資料の案として、核融合
研究開発の意義及びＩＴＥＲ計画の意義から構成される取りまとめ案について説明が
あり、これに対して以下のような発言があった。 
○ 核融合のエネルギー源としての必要性を幅広く理解してもらうことが重要であるか
ら、現在の環境問題を絡めてエネルギー源としての意義をもっと強調していいので
はないか。 

○ 中間取りまとめの大きな柱は、①将来のエネルギー問題への展望、②人類としての
対応、③ＩＴＥＲの必要性、④日本に誘致する必要性の４項目であり、本日提示さ
れた取りまとめ案は②と④が抜けている。また、ＩＴＥＲありきでまとめてはいけ
ない。 

○ ＩＴＥＲが、本当に核融合の実用化への道を拓くのかといった疑問について記述す
べき。 

○ 日本へ誘致する場合の意義については、メリットとデメリットの数値的な比較や、
予算的にはどの程度であれば日本が引き受けられるかといったような判断材料が必
要ではないか。 

○ ここでの結論を誰に対して主張するのか、あるいは国内に向けてだけでなく世界に
向けて言うことも必要ではないか、といったことも考えるべきではないか。その考
え方としては、①エネルギー問題は一国のみではなく世界的な問題であり、②この
問題解決に資するＩＴＥＲ計画を進める必要性を主張し、③各国の平等負担と平等
受益の原則を出発点とした上で、④日本としてどう対応するのかを議論する、とい
うような考え方もあるのではないか。 

○ 日本の科学技術のプロジェクトの中で何を選択するのかが国の戦略であり、プライ
オリティーに関する議論も必要ではないか。 

○ 上記意見を踏まえ、座長が以下のようなとりまとめを行った。 
 本懇談会は自由な議論を行う会議であり、偏った立場ではなく、できるだけ幅広
い検討を行うことが重要である。どのようなロジックで報告書を取りまとめるのが
よいのかについて、次回までに各委員から意見をいただき、事務局が再度提示する
資料を基に、引き続き議論していきたい。 

○ 次回は、１２月１日（月）に開催する予定とされた。 
 


